
出典：図1は内閣府『景気動向指数CI』、図2は日本銀行『短観（全国企業短期経済観測調査）』、
　　　図3は厚生労働省『毎月勤労統計調査』、図4は経済産業省『商業動態統計』をもとに舟山康江事務所作成 令和2年3月16日　参議院予算委員会　立憲・国民．新緑風会・社民　舟山康江
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出典：総務省、林野庁資料をもとに舟山康江事務所作成。森林分布図は、国有林は林野庁保有の平成29年度時点のデータ、
　　　民有林は国土交通省の国土数値情報「森林地域（平成27年度作成）」のデータを使用して作成されたもの。

令和2年3月16日　参議院予算委員会
立憲・国民．新緑風会・社民　舟山康江

資料
② 森林環境譲与税の配分方法の問題点

令和６年度～
納税義務者

約6,200万人
森林環境税
1,000円/年

年間160億円
（市町村分　令和元年度の場合）

譲与基準

私有林人工林
面積

人口
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30%
凡例

国有林

民有林

全国森林分布図

＊林野庁が保有する国有林のデータ（平成29年度時点）及び

国土数値情報ダウンロードサービス（国土交通省管理）において

公開されている平成27年度森林地域の民有林データを使用して作成

凡例

国有林

民有林

全国森林分布図

＊林野庁が保有する国有林のデータ（平成29年度時点）及び

国土数値情報ダウンロードサービス（国土交通省管理）において

公開されている平成27年度森林地域の民有林データを使用して作成

総務省「平成29年度 市町村別決算状況調」

国有林
民有林

3市ともに
林業費の
支出ゼロ

森林のない都市部への配分が厚く、
中山間部の市町村への配分が薄い結果に

横浜市
1位

名古屋市
8位譲与額順位

譲与額
うち人口分うち人口分

1.10億円
1.02億円1.02億円
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1.41億円1.41億円

大阪市
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制度導入理由
森林の
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スルメイカ水揚げ量（全国）と大和堆での退去警告数の推移
資料
③

出典：水産庁、海上保安庁資料をもとに舟山康江事務所作成 令和2年3月16日　参議院予算委員会　立憲・国民．新緑風会・社民　舟山康江



出典：内閣府、外務省、水産庁、海上保安庁からの提出資料や聞き取りをもとに舟山康江事務所作成 令和2年3月16日　参議院予算委員会　立憲・国民．新緑風会・社民　舟山康江

大和堆での外国漁船違法操業問題への政府の対応
資料
④

第3期海洋基本計画
平成30年5月15日閣議決定

外国漁船等の違法操業～については、
国民の安全・安心の確保の観点から、
政府として重要な課題と認識 本当か？

水産庁漁業取締課
漁業の取締り
外国人が行う漁業の規制
　退去警告、放水など

漁業取締船（中国漁船に放水）

内閣府総合海洋政策本部
関係省庁の施策の取りまとめ、調整

個別具体的な対応状況は、
他の省庁に聞いて
もらわないと…

海上保安庁
外国漁船の取締り
　退去警告、放水など

巡視船（北朝鮮漁船に退去警告） 北朝鮮漁船（木造船）

2017年より
協力強化

独自の資料は何もない。
海洋法室もあるけど、
関連条約の解釈のみ。

関係国との交渉はしません。

中国・
モンゴル課

北東・アジア
第二課

国
際
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際
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の
気
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し

外務省



令和2年3月16日 参議院予算委員会 立憲・国民．新緑風会・社民 舟山康江出典：法務省提出資料（黄色のマーカーは舟山康江事務所で加えたもの）




